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 株式報酬としての新株式発⾏に関するお知らせ 

 当社は、本⽇開催の取締役会において、下記のとおり、新株式の発⾏を⾏うことについて決議いたし 
 ましたので、お知らせいたします。 
 １．発⾏の概要 

 （１）  払込期⽇  2024年５⽉20⽇ 
 （２）  発⾏する株式の 

 種類及び数  当社普通株式 28,935株 

 （３）  発⾏価額  １株につき495円 
 （４）  発⾏総額  14,322,825円 
 （５）  割当予定先  当社の取締役（独⽴社外取締役２名を含みます。）６名 19,381株 

 執⾏役員３名 9,554株 

 ２．発⾏の⽬的及び理由 
 当社は、2020年３⽉26⽇開催の第90回定時株主総会において、中⻑期的な業績に連動した報酬制度を 

 導⼊することにより、当社の取締役及び執⾏役員（以下「取締役等」といいます。）に当社の企業価値 
 の持続的な向上を図るインセンティブを与えることを⽬的として、取締役等を対象とする報酬制度とし 
 て、事後交付型株式報酬の付与（以下「本制度」といいます。）を導⼊することを、ご承認をいただい 
 ております。本制度の概要等につきましては、以下のとおりです。 

 本制度に基づき、2021年４⽉25⽇の取締役会において、基準交付株式数の総数を53,017株と決定し、 
 業績評価期間終了後の本⽇の取締役会において、業績条件交付、貢献条件交付率及び報酬の⽀給条件を 
 確認し、最終交付株式数の総数を28,935株と決定し、⾃⼰株式の処分とはせず、新株式の発⾏により⽀ 
 給することとしました。 

 【本制度の概要等】 
 １．概要 

  本制度には、次の３つの類型の株式報酬制度が含まれています。 
 (i) 業績評価型パフォーマンス・シェア・ユニット 

 対象取締役に対する本制度に基づく報酬を付与することを決定する取締役会（以下「当初取締役 
 会」といいます。）の開催⽇の属する事業年度から始まる連続した３事業年度（以下「業績評価 
 期間」といいます。）の業績⽬標達成度に応じて算定される数の当社普通株式（以下「当社株 
 式」といいます。）を、当初取締役会の開催⽇の属する事業年度において開催された定時株主総 
 会の⽇から業績評価期間終了後の最初の定時株主総会の⽇までの期間（以下「対象期間」といい 
 ます。）の終了後に交付する類型の株式報酬 

 (ii) 定性評価型パフォーマンス・シェア・ユニット 
 業績評価期間における貢献度に基づき取締役会が別途定める交付率に応じて算定される数の当社 
 株式を、対象期間終了後に交付する類型の株式報酬 

 (iii) リストリクテッド・ストック・ユニット 
 業績評価期間に対象取締役が継続して取締役の地位に在任することにより、事前に定める数の当 
 社株式を、対象期間終了後に交付する類型の株式報酬 

 具体的には、下記にて定める算定⽅法により、上記(i)ないし（iii）の類型の株式報酬相当分の当社株式 
 を交付するため、対象期間終了後に、対象取締役に対して⾦銭報酬債権を⽀給することとし、当社によ 
 る株式の発⾏または⾃⼰株式の処分に際して、その⾦銭報酬債権の全部を現物出資させることで、当社 
 株式を交付することになります。 

 当社が本制度に基づき当社の取締役に交付する株式数は、１事業年度において、取締役１名当たり 



 20,000株（ただし、社外取締役については１名当たり3,000株）以内、取締役全員で合計200,000株（う 
 ち、社外取締役全員で合計10,000株）以内とします。 

 【本制度における⾦銭報酬債権の額】 
 １．⾦銭報酬債権の額の算定⽅法 

 各取締役に対して付与されることとなる⾦銭（⾦銭報酬債権）の額については、本制度により取締 
 役に対して最終的に交付する株式数（以下「最終交付株式数」といいます。）に、対象期間終了後２ 
 か⽉以内に開催される当該交付のための株式の発⾏または⾃⼰株式の処分を決定する取締役会の決議 
 （以下「交付取締役会決議」といいます。）の⽇の前営業⽇における東京証券取引所における当社株 
 式の普通取引の終値（同⽇に取引が成⽴していない場合には、それに先⽴つ直近取引⽇の終値を指し 
 ます。以下「当社株式終値」といいます。）を乗じることにより算定されます。 

 取締役に付与する⾦銭報酬（債権）の額 ＝ 最終交付株式数×当社株式終値 

 ２．最終交付株式数の算定⽅法 
 最終交付株式数は、対象取締役毎に定められる、取締役に選任された⽉の翌⽉の⽉額報酬に２を乗 

 じた額（以下「報酬基準額」といいます。）を、対象期間開始当初の当初取締役会の決議（以下「当 
 初取締役会決議」といいます。）の⽇の前営業⽇における東京証券取引所における当社株式の普通取 
 引の終値（（同⽇に取引が成⽴していない場合には、それに先⽴つ直近取引⽇の終値を指します。以 
 下「基準株価」といいます。）で除して算出される株式数（ただし、計算の結果１株未満の端数が⽣ 
 ずる場合には、これを切り捨てるものとします。以下「基準交付株式数」といいます。）に下記算定 
 式のとおり⼀定の割合を乗じることにより算定します。 

 （最終交付株式数の算定式） 
 最終交付株式数 ＝ 

 （i）基準交付株式数（①）× 50％×業績条件交付率（②）＋ 
 （ii）基準交付株式数（①）× 25％ × 貢献条件交付率（③）＋ 
 （iii）基準交付株式数（①）× 25％ 

 ① 基準交付株式数︓ 
 基準交付株式数は以下の式により算出されます。 

 基準交付株式数 ＝  取締役の報酬基準額 
 基準株価 

 対象取締役の報酬基準額の１事業年度当たりの総額は、本制度の⽬的を踏まえ相当と考 
 えられる⾦額として、40百万円（うち社外取締役分６百万円）を上限とし、各対象取締役 
 の具体的な⾦額は取締役会において決定します。 



 ② 業績条件交付率︓ 
 業績条件交付率は、業績評価期間である３事業年度に係る確定した連結貸借対照表およ 

 び  連  結  損  益  計  算  書  に  よ  り  算  出  さ  れ  る  Ｒ  Ｏ  Ａ  （  Return  on  Asset  、  総  資  産  利  益  率）  お  よ  び  営 
 業利益率の⽬標を当初取締役会決議において定め、その⽬標の達成程度に応じて、以下 
 のとおり０%から100％の範囲内で算出されます。 

 達 成 程 度  交付 
 率 

 ＲＯＡおよび営業利益率の両⽅の⽬標を３事業年度継続して達成し 
 た場合  100% 

 ＲＯＡまたは営業利益率の⽚⽅の⽬標を３事業年度継続して達成 
 し、他の指標の⽬標を2事業年度（連続する2事業年度に限らな 
 い。）のみ達成した場合 

 90% 

 ＲＯＡまたは営業利益率の⽚⽅の⽬標を３事業年度継続して達成 
 し、他の指標の⽬標を1事業年度のみ達成した場合  80% 

 ＲＯＡまたは営業利益率の両⽅の⽬標を２事業年度（連続する２事 
 業年度に限らない。）のみ達成した場合  80% 

 ＲＯＡまたは営業利益率の⽚⽅の⽬標を２事業年度（連続する２事 
 業年度に限らない。）のみ達成し、他の指標の⽬標を１事業年度の 
 み達成した場合 

 70% 

 ＲＯＡまたは営業利益率の両⽅の⽬標を１事業年度のみ達成した場 
 合  60% 

 ＲＯＡまたは営業利益率の⽚⽅の⽬標を１事業年度のみ達成し、他 
 の指標の⽬標を３事業年度とも達成しなかった場合  50% 

 ＲＯＡまたは営業利益率の両⽅の⽬標を１事業年度も達成しなかっ 
 た場合  ０% 

 ＲＯＡは、以下の式により算出されます。 
 ＲＯＡ(%) ＝ 親会社株主に帰属する当期純利益÷総資産 × 100 

 営業利益率は、以下の式により算出されます。 
 営業利益率 = 営業利益 ÷ 売上⾼ 

 ③ 貢献条件交付率︓ 
 業績評価期間における各対象取締役の貢献度により０%から100%の範囲で貢献条件 

 交付率を決定します。具体的には、代表取締役が報酬諮問委員会に提案し、報酬諮問委 
 員会の審議を経て、交付取締役会決議により決定します。ただし、社外取締役への交付 
 分については、貢献条件交付率は100%とします。 

 【本制度に基づく報酬の⽀給条件】 
 対象取締役が、当初取締役会から業績評価期間終了後の最初の定時株主総会の⽇まで継続して当社 

 の取締役または執⾏役員として在任することを条件とします。当該期間内において取締役または執⾏ 
 役員のいずれの地位からも退任した場合（退任した直後に取締役または執⾏役員に再任した場合は含 
 まない。）には、当該取締役に対して本制度に基づいて⾦銭報酬債権は⽀給されず、当社株式も交付 
 されません。 

 【払込⾦額の算定根拠及びその具体的内容】 
 業績評価交付率につきましては、業績評価期間のROA及び営業利益率の⽬標を以下のように定めま 

 したが、2023年度につきましては、ROA及び営業利益率の両⽅の⽬標を達成したものの、他の事業年 
 度については⽬標を達成することができなかったため、上記【本制度における⾦銭報酬債権の額】に 
 記載のテーブルにおける「ＲＯＡまたは営業利益率の両⽅の⽬標を１事業年度のみ達成した場合」に 
 該当し、60％としております。 

 (％) 
 ⽬標/実績  ROA  営業利益率 

 2021  3.8/3.6  4.8/4.4 
 2022  4.7/3.7  5.2/2.9 
 2023  4.4/6.1  4.3/5.1 

  貢献条件交付率につきましては、各取締役等の貢献度により判定される指標ですが、報酬諮問委員 
 会で審議をおこない、対象となる取締役等全員について100％としております。 
  報酬の⽀給条件につきましては、取締役２名、執⾏役員１名が業績評価期間終了前に退任してお 
 り、当該の退任した取締役及び執⾏役員には当社株式を交付しないこととしております。 
  上記の業績評価交付率60％及び貢献条件交付率100％で、【本制度における⾦銭報酬債権の額】業 
 績条件交付率に記載の最終交付株式数の算定式で株式数を計算して、その総数が28,935株となりま 



 す。 
 本新株発⾏における発⾏価額につきましては、恣意性を排除した価格とするため、当社取締役会決 

 議  ⽇  の  直  前  営  業  ⽇  （  2024  年  ４  ⽉  19  ⽇）  の  東  京  証  券  取  引  所  に  お  け  る  当  社  普  通  株  式  の  終  値  で  あ  る  495  円  と 
 しております。これは、当社取締役会決議⽇直前の市場株価であり、合理的なもの、かつ特に有利な 
 価額には該当しないものと考えております。 

 以  　上 


